

第４章　公契約が対象とする公共サービス従事者等の定め方

　業務委託などの拡大、規制緩和などにより、公共サービスを実施する主体は多様化し、公共サービスに従事する者もまた多様化している。また労働に係る契約の形態も、たとえば契約社員や請負労働者と称せられるように、一見すると請負契約や委任契約のものが現れ、単に「労働者」と規定すればその保護すべき対象者を特定できるものではなくなっている。

　このため公契約条例において、最低賃金等の規定を適用する公共工事等や委託業務に従事する対象者（以下、「適用対象者」）について、これらを包含する規定方法をどのように設計するかが課題となる。

　具体的には、①工事等受注者や委託業者に直接雇用されている者のほか、②「ひとり親方」、③派遣労働者、④個人請負事業者、⑤契約社員等の形態が見られるが、これをどのように包含すべきかということである。

　とりわけ個人請負契約者の労働者性については、2011年４月に重要な最高裁判例(１)が出ている。そこでは契約社員という個人請負業の形態で採用される場合であっても、就労状況を細かに分析すれば、労働者として認められることを明らかにした。

　以下本章では、公契約条例における適用対象者をどのように設計すべきかについて検討していくこととする。

　　1.　公共サービス実施主体と従事者の多様化

　かつて国や自治体が、正規公務員や臨時・非常勤職員を採用して、直接実施してきた公共サービスは、1980年代中盤以降の民営化、民間移譲、業務委託等の結果、民間事業者が従業員を雇用して実施する分野が拡大してきた。また少子高齢社会となり介護保険が導入されると、それまでシャドーワークとして家庭内サービスとして、あるいは自治体による「措置」として実施されてきた老人介護が「社会化」し、公共サービスの重要な分野として立ち現れた。

　平成22年度（2010年度）国勢調査の速報版では、産業大分類別の15歳以上就業者の割合は、「卸売業、小売業」が17.0％、「製造業」が16.3％に次ぎ、「医療、福祉」が10.6％となり、「医療、福祉」は初めて就業人口の10％を超えて３番目となった。介護保険導入前の1995年には、その割合は5.6％であったから、15年で倍増したことになる。

　自治体の業務委託も、この間で大きく進展した。

　2010年11月９日に公表された総務省調査「地方行革の取組状況｣(２)によると、2010年４月現在、公の施設のうち、都道府県では6,862施設（61.8％）に指定管理者制度が導入され、4,080施設（36.8％）で業務委託が実施されている。また政令市では全12,119施設のうち6,334施設（52.2％）で指定管理者制度が導入され、5,776施設（47.7％）で業務委託が実施されている。完全直営の施設は都道府県で152施設（1.4％）、政令市で９施設（0.1％）とわずかなものである。

　民間委託（事務事業）の実施状況（委託実施自治体の比率）を業種別でみると、都道府県では本庁舎の清掃、道路維持補修・清掃等、情報処理・庁内情報システム維持、調査・集計の各業務は、47都道府県すべてで民間委託されている。ホームページ作成・運営は98％、本庁舎の夜間警備は96％、学校給食・調理は96％、学校給食・運搬は91％の都道府県が民間委託としている。

　政令市では、本庁舎の清掃、本庁舎の夜間警備、学校給食・調理、学校給食・運搬、道路維持補修・清掃等、ホームヘルパー派遣、在宅配食サービス、情報処理・庁内情報システム維持、ホームページ作成・運営、調査・集計の各業務が、すべての政令市で民間委託にしている。

　さらに市区町村では、民間委託比率の多い業務から順に記載すると、在宅配食サービス（100％）、ホームヘルパー派遣（97％）、情報処理・庁内情報システム維持（95％）、し尿処理（95％）、一般ごみ収集（92％）となっている。

　このように、医療・福祉分野の就労人口が増大することで民間の公共サービス従事者の人口は拡大し、また、自治体業務のアウトソーシングによって、公共サービスの従事者は広く、深く、民間事業者・民間労働者に拡大しているのである。

　ここで図表４－１をご覧いただきたい。これは、公共サービスを誰が提供しているのかを、自治体を念頭に置いて図にしたものである。

　公共サービスは、自治体が実施するものと自治体が調達するものに区分される。

　自治体が実施する公共サービスは、自治体が公務員（正規・非正規）を雇って直接実施する直営サービスと、民間事業者、公社・事業団、第３セクター、ＮＰＯなどに自治体の業務を委託し、請け負わせ、又は一定の事業に対し補助金や事業費を給付するというサービスとに区分される。

　一方、自治体が調達するサービスは、公共工事や製造等のように市場から技術等を購入するものと物品そのものを購入するものとに区分される。

　本稿との関連で付言すれば、業務委託請負、工事請負、物品調達等は、自治体が入札等を通じて実施者を決定（落札者）するもので、自治体と落札者は契約を締結する。そして公契約条例が対象とするものは、図の網掛け部分で、業務委託契約、工事請負契約に該当する部分である。

図表４－１　公共サービスの提供主体と公契約との関係

	公共サービス

	自治体が実施する公共サービス
	自治体が調達する公共サービス

	直営サービス
	委託・請負・給付サービス
	工事請負

＜公共工事＞
	物品調達

＜購入＞

	正規公務員
	非正規公務員
	指定管理者
	民間事業者等への委託・請負・給付
	
	

	行政処分（行為）
	行政（公共）契約


※１　一義的には、公契約条例がターゲットとするのは、網かけ部の従事労働者の賃金

※２　正規公務員、非正規公務員を行政処分の側に分類しているのは、その任用行為は行政処分と解されているためである。

※３　自治体が保険者となり各種法人が実施する医療・介護事業などは、給付サービスとして図示しているが、この分野は、行政行為、行政契約、基準設定などが複雑に組み合わされた形式で、一概に行政処分か行政契約かは分類できない。

※４　通常サービスというと無形のものをイメージするが、有形物の購入である物品調達を公共サービスとしているのは、この分野には、障害者（身体障害者・知的障害者・精神障害者）に対する職業訓練や授産を行う施設において製作された物品を、自治体の規則で定める手順により随意契約で買い入れることが認められている（自治令167条の２ １項３号）など、物品購入を通じた福祉政策という意味合いも付されているからである。

　　2.　労働契約、請負契約、委託契約の現状

　通常、労働者とは「事業又は事務所（以下「事業」という。）に使用される者で、賃金を支払われる者」（労働基準法９条）、「使用者に使用されて労働し、賃金を支払われる者」（労働契約法２条）、「賃金、給料その他これに準ずる収入によつて生活する者」（労働組合法３条）をいう。事業主等との契約形態は、民法上の雇用契約を締結するというのが通常であった。しかし、この間明らかになってきたように、個人との間で、民法上の請負契約や委託契約を締結し、業務に従事させるという就業形態が増大してきた。

　彼らは契約社員とか、個人請負業者ともいわれる。

　これらの請負契約（労働者）の現状はどうなっているのか。以下で触れてみよう。

(１)　平成21年有期労働契約に関する実態調査報告書（図表４－２、図表４－３参照）

　平成21年有期労働契約に関する実態調査報告書では、5,000人の有期契約者（回答者）のうち10.7％の者が、請負契約、委託契約等を締結し、関連業務に従事していると回答している。一方、事業者回答でも、有期雇用労働者を雇用していない事業所のうち11.5％が、業務従事者との間で請負契約、委託契約を締結しているとしている。いわゆる契約社員である。

図表４－２　職務タイプ・派遣労働者、契約形式別有期契約労働者の割合

（単位：％）

	正社員と比較した職務タイプ・派遣労働者
	全有期契約労働者計
	労働契約又は雇用契約を締結している
	「委託契約」「請負契約」又はこれに類似した名称の契約を締結している
	左記２つの選択肢以外の名称の契約を締結している
	書面による契約は締結していない

	総　　　数
	100.0
	78.4
	10.7
	 3.7
	 7.2

	職務タイプ
	
	
	
	
	

	　正社員同様職務型
	100.0
	81.5
	 8.6
	 2.6
	 7.4

	　高度技能活用型
	100.0
	57.5
	26.2
	 6.8
	 9.5

	　別職務・同水準型
	100.0
	76.0
	14.5
	 4.1
	 5.4

	　軽易職務型
	100.0
	80.4
	 9.2
	 3.6
	 6.8

	　事業所に正社員がいない場合
	100.0
	59.9
	12.3
	10.5
	17.3

	派遣労働者
	
	
	
	
	

	　派遣労働者である
	100.0
	71.6
	15.8
	 3.7
	 8.8

	　派遣労働者でない
	100.0
	81.9
	 8.0
	 3.7
	 6.4


出所：厚生労働省労働基準局「平成21年有期労働契約に関する実態調査（個人調査）報告書」（2009年９月）　サンプル5,000　調査時点は2009年７月

　　　職務タイプは、以下のように定義

　　　１：正社員同様職務型（正社員と同様の職務に従事している有期契約労働者）

　　　２：高度技能活用型（正社員よりも高度な内容の職務に従事している有期契約労働者）

　　　３：別職務・同水準型（正社員とは別の職務であるが、高度でも軽易でもない職務に従事している有期契約労働者）

　　　　※　正社員の仕事が管理業務で、有期契約労働者の仕事が販売業務である時などに、有期契約労働者の業務内容が明確には高度や軽易でない場合はこれに該当する。

　　　４：軽易職務型（正社員よりも軽易な職務に従事している有期契約労働者）

　　　　※　同じ業務でも責任が軽い場合や業務内容が単純であるなどの場合はこれに該当する。

図表４－３　有期契約労働者を雇用しない理由別事業所の割合

（単位：％）

	
	有期契約労働者を雇用しない事業所計
	有期契約労働者を雇用しない理由（複数回答　３つまで）

	
	
	正社員に比べ、サービスや品質維持に不安があるから
	正社員に比べ、技能の伝承ができず、将来的な技術水準の維持に不安があるから
	請負、委託など、労働契約でない形態（派遣を除く）を活用しているため
	（派遣を活用している場合）派遣労働者に比べ、直接雇用であるため人事労務管理が複雑になるから
	（派遣を活用している場合）派遣労働者に比べ、雇用調整が柔軟に行えないから
	（派遣を活用している場合）派遣労働者に比べ、コストが高いから
	有期契約労働者を雇用したいが、適当な者がいないため
	調査日に、たまたま有期契約労働者がいなかったため
	その他

	総　　　　数
	100.0
	27.8
	35.5
	11.5
	1.5
	1.1
	0.8
	5.4
	8.6
	43.2


出所：厚生労働省労働基準局「平成21年有期労働契約に関する実態調査（事業所調査）報告書」（2009年９月）調査対象数10,298、有効回答数6,231、有効回答率60.5％

　　　調査時点は2009年７月

(２)　総務省労働力調査　平成21年年次報告

　「平成21年労働力調査年報」によると、雇用者総数5,478万人のうち、正規職員・従業員数は3,380万人、非正規職員・従業員は1,721万人である。非正規職員・従業員のうち、パート・アルバイトは1,153万人、派遣社員は108万人で、契約社員・嘱託は321万人である。契約社員・嘱託は、雇用者総数の約６％で、非正規職員・従業員ではその約２割を占め、派遣社員よりはるかに多い割合なのである。

(３)　自治体における事例

　自治体における公共サービス従事者の請負契約活用に関する統計データは見当たらない。しかし各地で労使紛争となっている事例が発生している。例えば東京都Ｘ市では、請負契約の学校用務員が所属するユニオンの交渉申し入れに対し、市は、労働者性は認められないとして交渉を拒否し、一方、ユニオン側は不当労働行為として労働委員会に裁定を求めている。焦点は、当該請負契約の学校用務員は、労働組合法上の労働者として認められるか、そしてＨ市は適法な交渉の申し入れとしてこれを受ける立場にあるかである。

　　3.　適用対象者に関する公契約条例の定め方

　では公契約条例において、その対象者をどのように定めるべきか、次に検討してみよう。野田市公契約条例、川崎市契約条例における適用対象者の定め方は、以下のとおりであるが、焦点は、「ひとり親方」に特徴的にみられるように個人請負を対象としているかどうか、個人請負を対象とするとしても、公共工事以外にもこれを拡大しているか、にある。

(１)　労基法９条を重視する野田市公契約条例の定め

　野田市公契約条例の適用を受ける労働者は、対象契約の業務に従事する労働基準法９条に規定する労働者と請負労働者としている（野田市公契約条例５条）。

　適用労働者に関しては、契約に係る業務を受注した者に直接雇用される労働者のほか、当該公契約に係る業務の一部を請け負った下請負者に雇用される労働者、労働者派遣法に基づき受注者又は下請負者に派遣された労働者を含む。

　また請負労働者とは、公契約に係る業務の一部に請負の契約によって従事する者で、資材の調達を自ら行わず、建設機械その他の機械を持ち込まない、労働基準法９条に規定する労働者と同視すべき者と定義している（野田市公契約条例２条）。

　請負労働者を規定したのは2010年９月の条例改正による。野田市では当該改正の意義について、「ひとり親方」のうち「請負労働者」に該当するものも適用労働者であることを明確にするためのものであると説明している。

　このように、公契約条例の適用を受ける労働者について、労働基準法上の労働者に重点を置いたところに野田市公契約条例の特徴がある。

(２)　川崎市契約条例における適用者　いわゆる「ひとり親方」も対象

　川崎市契約条例７条１項は適用対象者について定める。

　工事請負契約における対象者は、市が工事費の積算に用いる公共工事設計労務単価に掲げる職種に係る作業に従事する者で、①労働基準法９条の労働者に該当する者のほか、②自らが提供する労務の対償を得るために請負契約により工事請負契約に係る作業に従事する者、いわゆる請負契約による「ひとり親方」を対象とする。

　労働基準法９条の労働者とは、「事業又は事務所（以下「事業」という。）に使用される者で、賃金を支払われる者」をいい、この定義だけでは工事や建設の現場に広くみられる大工や左官など職人と呼ばれる者は対象からはじかれてしまう。そこで川崎市契約条例は、労働者性に拘ることなく、その解決の矛先を民法上の契約の種類に求め、ストレートに請負契約により作業に従事する者も含むと規定し、適用対象者に不足がないようにした。

　ところが業務委託契約における適用対象者の範囲については、原則として当該契約に係る作業に従事する労働基準法９条の労働者とのみ規定している。

(３)　両条例の比較から浮き上がる適用対象者に係る課題と問題点

　野田市公契約条例は、川崎市契約条例と異なり、「請負労働者」を適用対象者とすることについて工事請負契約に限定せず、業務委託契約も対象としている。社会保険も労働保険も適用されない業務委託契約の請負労働者は、ある意味で「ワーキングプア」の象徴ともいえる存在であり、これを対象者としたことの意義は大きい。

　しかし、請負契約に基づき業務に従事している者から請負労働者だけを取り出すことは難しい。野田市公契約条例は「資材の調達を自ら行わず、建設機械その他の機械を持ち込まない」ことにその解を求めているが、どのような資材や機械かは一概に判断できるものではない。結局は事例ごとの判断を強いられることになり煩雑となる。この点では川崎市契約条例のように、労働者性に拘ることなく、契約の種類＜雇用契約と請負契約＞に着目して適用者の基準を設定する必要がある。

　一方、川崎市契約条例は請負契約で作業に従事する者を対象としたが、工事請負だけに限定し、業務委託契約において請負契約や委託契約を締結して業務に従事する者（ＩＮＡＸ事件のＣＥを想起されたい）を含まない。

　このような取り扱いに合理性はない。なぜなら委託業務においても、委託事業者が業務従事者との間で請負契約を締結する事例（契約社員など）や、時には自治体自らが直接に従事者個々人と随意契約によって業務請負契約を締結する事例（シルバー人材センターや上記、Ｘ市の事例）が増加してきたからである。

　請負契約で従事者となったものは、労働組合法の定義に照らせば明らかに労働者性が認められるものが多い。

　このようなことから、委託業務における適用対象者にも、（個人）請負契約や（個人）委託契約によるものも含めるべきであろう。

　　おわりに

　「ひとり親方」の例をだすまでもなく、公契約条例が対象とする工事請負業務や委託業務に従事する者の中にも、限りなく偽装に近い請負契約や委託契約を結んでいる者も拡大している。労働基準法等の労働者性に拘泥すると、本来公契約条例の対象となるべきこれら請負・委託契約を締結して対象業務に従事する者を排除することになる。

　この点で参考になるのが、いまだパブリックコメントに付された段階の国分寺市公共調達条例の定め方で、その２条９号では、「自らが提供する労務の対償を得るため、受注者又は下請負者との契約により公共調達に係る業務に従事する者」と規定している。これは「ひとり親方」（個人事業主）を適用者とすることを念頭に置いたものであるが、規定内容からすると、いかなる契約の形態であろうとも、公共調達に係る業務に従事する者を適用者とすることとしているものである。






































































































































































(１)　①新国立劇場運営財団事件（最三判平23年４月12日）、②ＩＮＡＸメンテナンス事件（最三判平23年４月12日）。両判決では、団体交渉を申し入れていたいずれも個人請負契約や委託契約を締結していた①のオペラ歌手、②の補修員（カスタマーエンジニア：ＣＥ）について、労働組合法上の労働者であると位置づけた。ただし労働者と位置付ける要件は著しく複雑で、勤務の実態が、事業組織に組み入れられ、業務命令に対する諾否の自由がなく、契約内容も一方的に決定され、場所的・時間的拘束や指揮監督を受け、報酬の性格が労務の対価という性格であれば、労働者性が認められるべきというものである。いずれも判決文は最高裁ホームページに掲載。


(２)　http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02gyousei04_02000020.html　2011年７月５日閲覧
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